
公益目的支出計画の

翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

258,728,955円 258,728,955円 258,728,955円 258,728,955円 258,728,955円

109,711,614円 100,300,768円 127,996,883円 117,193,537円 146,282,152円

18,285,269円 15,728,643円 18,285,269円 16,892,769円 18,285,269円

0円 0円 0円 0円 0円

149,017,341円 158,428,187円 130,732,072円 141,535,418円 112,446,803円

＊前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。

当該事業年度

令和１０年　３月３１日　

令和　　年　　月　　日

公益目的財産残額

公益目的支出の額

公益目的財産額

0　円

141,535,418　円

公益目的収支差額

117,193,537　円

100,300,768　円

16,892,769　円　②当該事業年度の公益目的支出の額

前事業年度

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

公益目的支出計画実施報告書

　　【2019年度（平成３１年４月１日から　令和２年３月３１日まで）の概要】

【公益目的支出計画の状況】

完了予定事業年度の末日

１．公益目的財産額 258,728,955　円

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由　注

　①前事業年度末日の公益目的収支差額

　③当該事業年度の実施事業収入の額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③）

当該事業年度の公益目的収支差額が計画における見込み額を下回ったのは、提言作成の
過程で費用がかかるアンケート調査やヒヤリング調査などが発生しなかったことなどが主な
要因であるが、公益目的支出計画の実施期間があと８年間あり、翌事業年度以降、提言の
テーマ、提言する内容および提言の実現化のための活動によっては支出が増加することが
十分予測されることから、影響はないと考える。

①．計画上の完了見込み

②．①より早まる見込みの場合

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。

実施事業収入の額



【実施事業（継続事業）の状況等】
②〔公益目的支出計画実施報告書〕

（事業単位ごとに作成してください。）

事業番号

継１

事業の内容

　地域社会の繁栄に寄与するための調査研究、提言活動

（１）計画記載事項

事業の概要

別　紙

①当該事業に係る公益目的支出の見込額

②　　　　　〃　　　　実施事業収入の見込額

18,285,269　円

0　円

（２）当該事業年度の実施状況

事業の実施状況について
県都・岐阜市のまちづくりを考える委員会では、会員２７名で委員会を組織して年度内に３回
会合を開き、岐阜市役所本庁舎跡地にデータを活用した次世代ヘルスケア産業の振興拠点
を設置すること等の提言を取りまとめ、柴橋正直岐阜市長に提言書を手交した。岐阜県の
産業教育を考える委員会では、会員２４名で委員会を組織して年度内に３回会合を開き、
「小中高一貫の職業意識醸成カリキュラム」を導入すべき等の提言を取りまとめ、安福正寿
岐阜県教育長に提言書を手交した。いずれの委員会も、記者会見を開きメディアを通じて提
言を公表した後、県知事に提言書を手交した。また、県副知事と県議会議長を招き「岐阜県
サミット」を開催し、本会が平成３０年度に取りまとめた提言に対する所感を述べてもらうなど
の活動を行った。

①当該事業に係る公益目的支出の額

②　　　　〃　　　　　実施事業収入の額

③　（①－②）の額

④当該事業に係る損益計算書の費用の額

⑤　　　　〃　　　　　損益計算書の収益の額

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由　注

16,892,769　円

0　円

16,892,769　円

16,892,769　円

0　円

当該事業年度の公益目的収支差額が計画における見込み額を下回ったのは、提言作成の
過程で費用がかかるアンケート調査やヒアリングなどは発生しなかったことなどが主な要因
であるが、公益目的支出計画の実施期間があと８年間あり、翌事業年度以降、提言のテー
マ、提言する内容および提言の実現化のための活動によっては支出が増加することが十分
予測されることから、影響はないと考える。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載
してください。



ア　調査提言・フォロー事業

別　紙

（１）趣旨（目的）・まとめた理由
　経済人の立場から、地域の産業、経済、教育、文化などの振興を促進するための調査研究及び提
言を行い、地域社会の繁栄を目指す。下記ア及びイの事業は、共通の目的を達成する手段として位
置づけていることから「提言関係事業」として一つにまとめた。
（２）事業

（４）業務委託
　提言は本会で取りまとめるが、提言作成に当たりアンケート調査を実施する場合、調査票の発送、
集計を専門業者に委託することがある。

【事業内容】　会員の中から委員を選定及び募集し、委員会を設置。時宜にかなったテーマを選定
し、委員会において意見交換、調査研究を通じて提言を取りまとめ、一般に公表している。
また、前年度以前に取りまとめた提言の実現化のための活動を行っている。
イ　代表提言事業
【事業内容】　喫緊の課題に対応する必要がある緊急性の高いテーマについて、必要に応じ本会の
「代表幹事会」で提言を取りまとめ、一般に公表している。
＊ア、イいずれの事業も提言を取りまとめた後、記者会見を開きメディアを通じて提言を公表してい
る。また県知事及び県議会議長などを招き、「岐阜県サミット」を開催し、提言に対する所感を述べて
もらう。また、ホームページ上に掲載するなど、広く社会に発信する取り組みを行っている。
（３）財源
　本会の会費収入、役員会費収入、入会金収入の一部を充てる。



番号
注

資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日
の帳簿価額

使用の状況

a1 什器備品（移動式棚等） 円 円 17,222　円 14,776　円 計画記載どおり引き続き当該事業で使用

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

②〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】
　（３）実施事業資産の状況等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表A公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・a１・など）を記載してください。



計 16,892,769円 16,892,769円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての
考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書の

費用の額
②公益目的支出の額 ②の額の算定に当たっての考え方　注

その他 16,892,769円 16,892,769円 　異なる費用科目はない

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。

【公益目的支出の額の算定について】

円

円

円

0円

円

円

円

0円

円

円

円

円

円

円

計

円

円

円

円

円

円

【実施事業収入の額の算定について】

①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当
たっての考え方を記載してください。

損益計算書の科目
①損益計算書の

収益の額
②実施事業収入の額 ②の額の算定に当たっての考え方　注

事業の内容事業番号

②〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

継１ 　地域社会の繁栄に寄与するための調査研究、提言活動

注：①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載しても構いません。



別表B　〔公益目的支出計画実施報告書〕
【引当金等の明細】
（１）実施事業に係る引当金

期首残高 当期増加額
目的使用 その他

引当金の名称 目的 事業番号

当期減少額
期末残高

番号

1
　退職引当金

6,597,760　円 1,143,520　円

役職員３名の退職給付に備えるため

0　円 0　円 7,741,280　円

2

3

円 円 円 円 円

円 円

円

（２）（１）以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの

番号

引当金の名称

期首残高

円 円 円

円 円 円

円

3

当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

1

2
円 円 円 円

円 円 円 円

目的

円

円

（３）「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの　注

番号

財産の名称 目的

期首の価額 当期増加額
当期減少額

期末の価額
目的使用 その他

1
円 円 円 円 円

2
円 円 円 円 円

注：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合について
は、当該未処理額は記載不要です。

3
円 円 円 円 円



当年度 前年度 増減

Ⅰ　資　産　の　部

１．流動資産

現 金 預 金 92,243,523 92,747,852 △ 504,329

92,243,523 92,747,852 △ 504,329

２．固定資産

定 期 預 金 275,506,018 264,357,153 11,148,865

什 器 備 品 36,942 43,055 △ 6,113

電 話 加 入 権 74,984 74,984 0

275,617,944 264,475,192 11,142,752

367,861,467 357,223,044 10,638,423

Ⅱ　負　債　の　部

１．流動負債

前 受 金 31,420,000 31,692,500 △ 272,500

預 り 金 276,746 469,936 △ 193,190

31,696,746 32,162,436 △ 465,690

２．固定負債

退 職 給 付 引 当 金 19,353,200 16,494,400 2,858,800

19,353,200 16,494,400 2,858,800

51,049,946 48,656,836 2,393,110

Ⅲ　正　味　財　産　の　部

316,811,521 308,566,208 8,245,313

316,811,521 308,566,208 8,245,313

367,861,467 357,223,044 10,638,423

科　　　目

貸　借　対　照　表
令和２年３月３１日現在

（単位：円）

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産 合 計

１．一般正味財産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 負 債 合 計



（ 単位：円 ）

科　目 実施事業等会計 その他会計 法人会計 内部取引消去 合　計

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現 金 預 金 0 92,243,523 0 0 92,243,523

0 92,243,523 0 0 92,243,523

２．固定資産

定 期 預 金 0 275,506,018 0 0 275,506,018

什 器 備 品 14,776 0 22,166 0 36,942

電 話 加 入 権 29,993 0 44,991 0 74,984

貸 付 金 0 308,187,237 0 308,187,237 0

44,769 583,693,255 67,157 308,187,237 275,617,944

44,769 675,936,778 67,157 308,187,237 367,861,467

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

前 受 金 0 31,420,000 0 0 31,420,000

預 り 金 0 0 276,746 0 276,746

0 31,420,000 276,746 0 31,696,746

２．固定負債

退職給付引当金 7,741,280 0 11,611,920 0 19,353,200

借 入 金 137,079,704 0 171,107,533 308,187,237 0

144,820,984 0 182,719,453 308,187,237 19,353,200

144,820,984 31,420,000 182,996,199 308,187,237 51,049,946

Ⅲ　正味財産の部

１．一般正味財産 △ 144,776,215 644,516,778 △ 182,929,042 0 316,811,521

△ 144,776,215 644,516,778 △ 182,929,042 0 316,811,521

44,769 675,936,778 67,157 308,187,237 367,861,467

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産 合 計

負債及び正味財産合計

貸借対照表内訳表
令和２年３月３１日現在

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 負 債 合 計



（ 単位：円 ）

科　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

会 費 収 入 57,295,000 59,395,000 △ 2,100,000

役 員 会 費 収 入 9,637,500 9,537,500 100,000

入 会 金 収 入 80,000 40,000 40,000

産 学 官 懇 談 会 費 収 入 2,150,000 2,160,000 △ 10,000

受 取 利 息 28,678 25,860 2,818

そ の 他 10,000 25,800 △ 15,800

経常収益計 69,201,178 71,184,160 △ 1,982,982

会 員 例 会 費 13,656,657 16,313,113 △ 2,656,456

フ ォ ー ラ ム 事 業 費 1,539,521 1,931,167 △ 391,646

産 学 官 懇 談 会 費 1,341,071 1,240,168 100,903

幹 事 会 費 177,571 183,253 △ 5,682

常 任 幹 事 会 費 52,519 80,109 △ 27,590

理 事 会 費 70,303 37,935 32,368

総 会 費 428,600 517,147 △ 88,547

総 務 費 3,818,115 5,354,140 △ 1,536,025
県都・岐阜市のまちづくりを考える委員会費 736,503 0 736,503

岐阜県の産業教育を考える委員会費 584,930 0 584,930

外国人材受け入れを考える委員会費 0 710,598 △ 710,598

事業承継を考える委員会費 0 422,816 △ 422,816

サ ミ ッ ト 資 料 作 成 費 252,180 256,284 △ 4,104

代 表 提 言 事 業 0 0 0

消 耗 品 費 809,068 788,673 20,395

通 信 運 搬 費 369,444 441,763 △ 72,319

旅 費 交 通 費 1,064,235 1,129,334 △ 65,099

渉 外 費 275,650 315,920 △ 40,270

資 料 費 261,760 261,060 700

給 料 手 当 10,698,586 10,426,148 272,438

福 利 厚 生 費 99,488 110,823 △ 11,335

賃 借 料 1,307,704 1,311,391 △ 3,687

消 耗 什 器 備 品 費 899,539 499,783 399,756

雑 費 55,812 87,250 △ 31,438

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

正味財産増減計算書

１．経常増減の部

（１）経常収益

（２）経常費用

事　業　費



退 職 給 付 費 用 1,143,520 726,000 417,520

減 価 償 却 費 2,445 2,850 △ 405

給 料 手 当 16,047,879 15,639,224 408,655

福 利 厚 生 費 149,232 166,235 △ 17,003

賃 借 料 1,961,556 1,967,086 △ 5,530

消 耗 什 器 備 品 費 1,349,310 749,675 599,635

雑 費 83,719 130,875 △ 47,156

退 職 給 付 費 用 1,715,280 1,089,000 626,280

減 価 償 却 費 3,668 4,275 △ 607

60,955,865 62,894,095 △ 1,938,230

当期経常増減額 8,245,313 8,290,065 △ 44,752

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 8,245,313 8,290,065 △ 44,752

一般正味財産期首残高 308,566,208 300,276,143 8,290,065

一般正味財産期末残高 316,811,521 308,566,208 8,245,313

316,811,521 308,566,208 8,245,313Ⅱ　正味財産期末残高

　経常費用計

２．経常外増減の部

管　理　費



提言関係事業費 小　計 一般会計 基金会計 退職積立会計 小　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

会 費 収 入 0 0 57,295,000 0 0 57,295,000 0 0 57,295,000

役 員 会 費 収 入 0 0 9,637,500 0 0 9,637,500 0 0 9,637,500

入 会 金 収 入 0 0 80,000 0 0 80,000 0 0 80,000

産 学 官 懇 談 会 費 収 入 0 0 2,150,000 0 0 2,150,000 0 0 2,150,000

受 取 利 息 0 0 6,214 21,060 1,404 28,678 0 0 28,678

雑 収 入 そ の 他 0 0 10,000 0 0 10,000 0 0 10,000

一 般 会 計 よ り の 繰 入 金 収 入 0 0 0 8,290,065 2,858,800 11,148,865 0 11,148,865 0

基 金 会 計 よ り の 繰 入 金 収 入 0 0 21,060 0 0 21,060 0 21,060 0

退 職 積 立 会 計 よ り の 繰 入 金 収 入 0 0 1,404 0 0 1,404 0 1,404 0

経 常 収 益 計 0 0 69,201,178 8,311,125 2,860,204 80,372,507 0 11,171,329 69,201,178

会 員 例 会 費 0 0 13,656,657 0 0 13,656,657 0 0 13,656,657

フォーラム事業費 0 0 1,539,521 0 0 1,539,521 0 0 1,539,521

産 学 官 懇 談 会 費 0 0 1,341,071 0 0 1,341,071 0 0 1,341,071

正味財産増減計算書内訳表
平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

（ 単位：円 ）

科　　目
実施事業等会計 その他会計

法人会計 内部取引消去 合　計

１．経常増減の部

（１）経常収益

（２）経常費用

事　業　費



幹 事 会 費 0 0 177,571 0 0 177,571 0 0 177,571

常 任 幹 事 会 費 0 0 52,519 0 0 52,519 0 0 52,519

理 事 会 費 0 0 70,303 0 0 70,303 0 0 70,303

総 会 費 0 0 428,600 0 0 428,600 0 0 428,600

総 務 費 0 0 3,818,115 0 0 3,818,115 0 0 3,818,115

県 都 ・ 岐 阜 市 の ま ち づ く り を 考 え る 委 員 会 費 736,503 736,503 0 0 0 0 0 0 736,503

岐阜県の産業教育を考える委員会費 584,930 584,930 0 0 0 0 0 0 584,930

サミット資料作成費 252,180 252,180 0 0 0 0 0 0 252,180

代 表 提 言 事 業 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消 耗 品 費 323,627 323,627 485,441 0 0 485,441 0 0 809,068

通 信 運 搬 費 147,777 147,777 221,667 0 0 221,667 0 0 369,444

旅 費 交 通 費 425,694 425,694 638,541 0 0 638,541 0 0 1,064,235

渉 外 費 110,260 110,260 165,390 0 0 165,390 0 0 275,650

資 料 費 104,704 104,704 157,056 0 0 157,056 0 0 261,760

給 料 手 当 10,698,586 10,698,586 0 0 0 0 0 0 10,698,586

福 利 厚 生 費 99,488 99,488 0 0 0 0 0 0 99,488

賃 借 料 1,307,704 1,307,704 0 0 0 0 0 0 1,307,704

消 耗 什 器 備 品 費 899,539 899,539 0 0 0 0 0 0 899,539

雑 費 55,812 55,812 0 0 0 0 0 0 55,812

退 職 給 付 費 用 1,143,520 1,143,520 0 0 0 0 0 0 1,143,520

減 価 償 却 費 2,445 2,445 0 0 0 0 0 2,445

一般会計繰出金支出 0 0 0 21,060 1,404 22,464 0 22,464 0

基金会計繰出金支出 0 0 8,290,065 0 0 8,290,065 0 8,290,065 0



退職積立会計繰出金支出 0 0 2,858,800 0 0 2,858,800 0 2,858,800 0

給 料 手 当 0 0 0 0 0 0 16,047,879 0 16,047,879

福 利 厚 生 費 0 0 0 0 0 0 149,232 0 149,232

賃 借 料 0 0 0 0 0 0 1,961,556 0 1,961,556

消 耗 什 器 備 品 費 0 0 0 0 0 0 1,349,310 0 1,349,310

雑 費 0 0 0 0 0 0 83,719 0 83,719

退 職 給 付 費 用 0 0 0 0 0 0 1,715,280 0 1,715,280

減 価 償 却 費 0 0 0 0 0 0 3,668 0 3,668

経 常 費 用 計 16,892,769 16,892,769 33,901,317 21,060 1,404 33,923,781 21,310,644 11,171,329 60,955,865

当 期 経 常 増 減 額 △ 16,892,769 △ 16,892,769 35,299,861 8,290,065 2,858,800 46,448,726 △ 21,310,644 0 8,245,313

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 16,892,769 △ 16,892,769 35,299,861 8,290,065 2,858,800 46,448,726 △ 21,310,644 0 8,245,313

一般正味財産期首残高 △ 127,883,446 △ 127,883,446 333,710,899 247,862,753 16,494,400 598,068,052 △ 161,618,398 0 308,566,208

一般正味財産期末残高 △ 144,776,215 △ 144,776,215 369,010,760 256,152,818 19,353,200 644,516,778 △ 182,929,042 0 316,811,521

△ 144,776,215 △ 144,776,215 369,010,760 256,152,818 19,353,200 644,516,778 △ 182,929,042 0 316,811,521Ⅱ　正味財産期末残高

管　理　費

２．経常外増減の部



（１） 固定資産の減価償却の方法

（２）
退職給付引当金・・・・・ 期末退職給与の自己都合要支給額に相当する

金額を計上している。
（３）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,336,143 2,299,201 36,942

74,984 － 74,984

2,411,127 2,299,201 111,926

（単位：円）

期首帳簿価格 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価格

43,055 0 6,113 36,942

74,984 0 0 74,984

118,039 0 6,113 111,926

（単位：円）

目的使用 その他

16,494,400 2,858,800 0 0 19,353,200

什器備品

合　計

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

２．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

什器備品・・・・・定率法によっている。
引当金の計上基準

消費税等の会計処理

科　目

什器備品

電話加入権

固定資産計

電話加入権

附属明細書
（１）固定資産の明細

資産の種類

（２）引当金の明細

科　目

退職給付引当金

期首残高 当期増加額 期末残高
当期減少額



（単位：円）

（単位：円）

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

什器備品・・・・・定率法によっている。
引当金の計上基準

消費税等の会計処理



（単位：円）
場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）
現金 手元保管 会運営資金として 96,463

預金 普通預金 会運営資金として
十六銀行今沢町支店他３行 15,647,060

通知預金 会運営資金として
十六銀行今沢町支店他３行 14,000,000

定期預金
十六銀行今沢町支店他３行 62,500,000

92,243,523

（固定資産）
預金 定期預金

十六銀行今沢町支店他３行 275,506,018

什器備品 移動式棚等 36,942

電話加入権 岐阜市神田町２－２ 74,984

275,617,944

367,861,467

（流動負債）
前受金 令和２年度上期会費等 令和２年度事業に使用 31,420,000

預り金 ３月分社会保険料等 事務局職員３名分 276,746

31,696,746

（固定負債）
退職給付引当金 事務局職員に対するもの 19,353,200

19,353,200

51,049,946

316,811,521

　固定負債合計
　　　負債合計
　　　正味財産

　固定資産合計
　　　資産合計

　流動負債合計

事務局役職員３名に
対する退職金の支払
いに備えたもの

貸借対照表科目

財　産　目　録
令和２年３月３１日現在

　流動資産合計

公益目的保有財産で
あり、会運営事業の
事務局に使用してい
る。

会運営資金として、及び
決算上の余剰金の積立等

会運営資金として、及び
決算上の余剰金の積立等



（ 単位：円 ）

科　　　目 予算額 決算額 差　異

Ⅰ　事業活動収支の部

会 費 収 入 57,400,000 57,295,000 105,000

役 員 会 費 収 入 9,550,000 9,637,500 △ 87,500

入 会 金 収 入 0 80,000 △ 80,000

産 学 官 懇 談 会 費 収 入 2,100,000 2,150,000 △ 50,000

受 取 利 息 2,000 6,214 △ 4,214

雑 収 入 そ の 他 0 10,000 △ 10,000

基金会計よりの繰入金収入 20,000 21,060 △ 1,060

退職積立会計よりの繰入金収入 5,000 1,404 3,596

事業活動収入計 69,077,000 69,201,178 △ 124,178

会 員 例 会 費 25,700,000 13,656,657 12,043,343

フ ォ ー ラ ム 事 業 費 2,800,000 1,539,521 1,260,479

産 学 官 懇 談 会 費 2,100,000 1,341,071 758,929

幹 事 会 費 250,000 177,571 72,429

常 任 幹 事 会 費 150,000 52,519 97,481

理 事 会 費 350,000 70,303 279,697

意 見 交 換 会 費 100,000 0 100,000

総 会 費 600,000 428,600 171,400

総 務 費 5,737,087 3,818,115 1,918,972

消 耗 品 費 1,200,000 809,068 390,932

通 信 運 搬 費 600,000 369,444 230,556

旅 費 交 通 費 2,230,000 1,064,235 1,165,765

渉 外 費 400,000 275,650 124,350

資 料 費 270,000 261,760 8,240
県都・岐阜市のまちづくりを考える委員会費 1,000,000 736,503 263,497

岐阜県の産業教育を考える委員会費 1,000,000 584,930 415,070

サ ミ ッ ト 資 料 作 成 費 1,000,000 252,180 747,820

代 表 提 言 事 業 費 1,000,000 0 1,000,000

給 料 手 当 31,400,000 26,746,465 4,653,535

福 利 厚 生 費 800,000 248,720 551,280

賃 借 料 3,897,548 3,269,260 628,288

消 耗 什 器 備 品 費 2,082,452 2,248,849 △ 166,397

２．事業活動支出

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

収　支　計　算　書

 (　一　般　会　計　)

１．事業活動収入



雑 費 350,000 139,531 210,469

退職積立会計繰出金支出 2,328,800 2,858,800 △ 530,000

基 金 会 計 繰 入 金 支 出 0 8,290,065 △ 8,290,065

減 価 償 却 費 6,113 6,113 0

事業活動支出計 87,352,000 69,245,930 18,106,070

　事業活動収支差額 △ 18,275,000 △ 44,752 △ 18,230,248

当期収支差額 △ 18,275,000 △ 44,752 △ 18,230,248

前期繰越収支差額 53,152,328 53,152,328 0

次期繰越収支差額 34,877,328 53,107,576 △ 18,230,248


